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2013年 6月 7日 

投資家の皆様へ 

 

スーパーグロース小型株オープン 基準価額の下落について 

 

BNPパリバ インベストメント・パートナーズ株式会社 

 

6 月 6 日の日本株式市場は、前日の米国株式の下落や為替市場での円高ドル安進行を受けて、続落しました。日

経平均は前日比 0.9％の下落にとどまったものの、新興株式市場は急落し、東証マザーズ指数が-13.1％、ジャスダッ

ク指数が-5.3％と、大幅な調整となりました。小型成長株を中心に組み入れている当ファンドの基準価額も、こうした

市場全般の影響を受ける形となり、前日比 581 円安（-8.8％）の 6,009 円となりました。以下は、当ファンドの投資助言

会社であるエンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社からのコメントです。 

 「東証マザーズ指数は東日本大震災が発生した2011年3月以来の調整幅となりました。ただし、株価の最大の拠

り所である、実体経済と企業業績の双方に陰りが見えないことから、市場は次第に落ち着きを取り戻し、堅調な企業

業績が再評価されることが期待されます。 

今週も6日までに24社の経営者と個別直接面談調査を実施しましたが、企業業績は引き続き堅調で、しかも広がり

が出ていることが確認できています。例えば、今週お会いした人材採用関連企業の経営者からは、「幅広い業界で、

補充の採用から積極的な増員に舵を切った企業が確実に増えてきた。」というコメントがありました。こうした点からも、

幅広い領域で、企業活動に活力が生まれていることが実感できます。さらに、OECD（経済協力開発機構）が「日本は

価値を生み出す能力が最も高い」と評しているように、多くの日本企業は過去の世界的な景気減速や円高進行という

逆風をバネにして、しなやかに力をつけてきました。こうした点を踏まえますと、株価と経済の実体が一時的に乖離し

た状況にあると考えられます。 

さらに、株式市場活性化の原動力となる IPO（新規株式上場）も、回復基調が鮮明となっています。今年は 6月6日現

在で既に23社の上場が発表されており、3年連続の増加となった昨年（46社）を上回るペースです。企業家精神の旺

盛な革新的な企業の成長を促進することが株式市場最大の役割と信じ、こうした革新成長企業を厳選し続けてまいり

ます。」。 
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■投資リスク 

【基準価額の変動要因】  

当ファンドは、スーパーグロース小型株マザーファンドの受益証券への投資を通じて実質的に株式などの値動きのある証

券に投資するため、組入証券の価格の変動に伴うリスクがありますので、基準価額は変動します。したがって、投資者の皆

さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。ま

た、ファンドの運用による損益は全て投資者の皆さまに帰属します。なお、投資信託は預貯金と異なります。 

 

＜当ファンドのリスクの特性＞  

当ファンドの投資対象には、新興企業の株式が多く含まれます。一般に新興企業の株式は、発行済み株式時価総額及び

取引される株式数が少なく、売買の少ない流動性の低い株式が少なくありません。こうした株式への投資はボラティリティ

（価格変動率）が比較的高く、概ね価格変動は大きくなる傾向があります。 

 

■主な変動要因 

ファンドが投資している有価証券や金融商品に債務不履行が発生あるいは懸念される場合に、当該有価

証券や金融商品の価値が下がったり、投資資金を回収できなくなったりすることがあります。これらはファン

ドの基準価額が下落する要因となります。有価証券等の格付けが低い場合は、格付けの高い場合に比べ

てこうしたリスクが高いものになると想定されます。

信用リスク

組入れられている株式の市場規模や取引量が少ないために、売却する際に市場実勢から期待される価格

で売買できない場合、不測の損失を生じるリスクがあります。
流動性リスク

株式の価格は、国内外の政治・経済情勢などの影響を受けて大きく変動します。また個々の株式の価格は

その発行企業の事業活動や財務状況、これらに対する外部的評価の変化等によって変動し、ファンドの基

準価額が下落する要因となります。特に、企業が倒産や大幅な業績悪化に陥った場合、当該企業の株式

の価値が大きく下落し、基準価額が大きく下落する要因となります

価格変動リスク

ファンドが投資している有価証券や金融商品に債務不履行が発生あるいは懸念される場合に、当該有価

証券や金融商品の価値が下がったり、投資資金を回収できなくなったりすることがあります。これらはファン

ドの基準価額が下落する要因となります。有価証券等の格付けが低い場合は、格付けの高い場合に比べ

てこうしたリスクが高いものになると想定されます。

信用リスク

組入れられている株式の市場規模や取引量が少ないために、売却する際に市場実勢から期待される価格

で売買できない場合、不測の損失を生じるリスクがあります。
流動性リスク

株式の価格は、国内外の政治・経済情勢などの影響を受けて大きく変動します。また個々の株式の価格は

その発行企業の事業活動や財務状況、これらに対する外部的評価の変化等によって変動し、ファンドの基

準価額が下落する要因となります。特に、企業が倒産や大幅な業績悪化に陥った場合、当該企業の株式

の価値が大きく下落し、基準価額が大きく下落する要因となります

価格変動リスク

 

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。 

 

<収益分配金に関する留意事項>  

○分配金は、預貯金の利息とは異なり、投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当

分、基準価額は下がります。 

○分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場

合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日の基準価額と比べて下落することになります。また、分配

金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。 

○投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部ないし全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合が

あります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 
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■ ファンドの費用 

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料
購入申込受付日の基準価額に上限3.15％（税抜3.0％）として販売会社が定めた料率を乗じて得た額
詳しくは販売会社へお問い合わせください。

信託財産留保額 換金申込受付日の基準価額に0.5％を乗じて得た額

投資者が間接的に負担する費用

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの純資産総額に年率1.785％（税抜1.7％）を乗じて得た額

その他の費用・
手数料

信託事務の諸費用

ファンドの財務諸表の監査に要する費用、信託事務の処理に要する諸費用、及び当該費用に係る
消費税等相当額をあらかじめ合理的に見積もったうえで、実際または予想される金額を上限として、

日々ファンドからご負担いただきます。

上記以外の費用・

手数料

ファンドの組入有価証券等の売買に係る売買手数料等、先物・オプション取引に要する費用、ファン
ドの換金に伴う支払資金の手当て等を目的として資金借入れの指図を行った場合の当該借入金の

利息等を、その都度ファンドからご負担いただきます。

※その他の費用・手数料は、運用状況等により変動するものであるため、事前に料率･上限額等を表示することができませ
ん。

 

※当ファンドの手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。 

 

■委託会社、その他の関係法人 

 

委託会社 ： BNPパリバ インベストメント・パートナーズ株式会社  

                金融商品取引業者  関東財務局長（金商）第 378 号  

                加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会 

受託会社 ： 三菱UFJ信託銀行株式会社 

販売会社 ：  

        加入協会   

販売会社 登録番号 日本証券業協会 
一般社団法人金融

先物取引業協会 

一般社団法人第二

種金融商品取引業

協会 

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ ○ 

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○     

浜銀TT証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第1977号 ○     

西日本シティ TT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○     

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○   

 

＜ご注意＞  

投資信託は、その商品性から次の特徴をご理解のうえお申込みくださいますようお願い申し上げます。投資信託は預金で

はありません。投資信託は預金保険機構または保険契約者保護機構の保護の対象とはなりません。投資信託は元本およ

び利息を保証する商品ではありません。投資信託の設定・運用は投資信託委託会社が行います（販売会社は販売の窓口

となります）。投資した資産の価値の減少を含むリスクは、投資信託をご購入のお客様が負うことになります。銀行等の登録

金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償対象とはなりません。  

※お申込みの際は必ず投資信託説明書（交付目論見書）をご確認の上、ご自身でご判断下さい。 


